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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自車両と先行車との相対距離が閾値以下になった場合、または、前記自車両と前記先行
車の衝突余裕時間が閾値以下になった場合に警報を発する警報発生手段と、
　前記自車両と前記先行車との車幅方向の重なり量及び前記自車両の加速度に基づき、前
記自車両の加速度がその加速度の閾値以上である場合に、警報発生手段が発する警報のタ
イミングを遅らせるタイミング調節手段と、
を備えた追突警報装置。
【請求項２】
　前記自車両と前記先行車との車幅方向の重なり量及び前記自車両の加速度に基づき、前
記自車両の加速度がその加速度の閾値以上である場合に、前記先行車が車線変更を行って
いると判定する先行車車線変更判定手段を備え、
　前記タイミング調節手段は、前記先行車車線変更判定手段により前記先行車が車線変更
を行っていると判定された場合に、前記警報発生手段が発する警報のタイミングを遅らせ
る、
請求項１に記載の追突警報装置。
【請求項３】
　前記自車両の操舵角が閾値以上になったか否かで前記自車両が前記先行車の追越しを行
っているか否かを判定する追越し判定手段を備え、
　前記タイミング調節手段は、前記追越し判定手段により前記自車両が前記先行車の追越
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しを行っていると判定された場合に前記警報発生手段が発する警報のタイミングを遅らせ
る、
請求項１又は２に記載の追突警報装置。
【請求項４】
　前記自車両の減速度が閾値以上になったか否かで前記自車両が減速を伴いながら前記先
行車に接近しているか否かを判定する減速判定手段を備え、
　前記タイミング調節手段は、前記減速判定手段により前記自車両が減速を伴いながら前
記先行車に接近していると判定された場合に前記警報発生手段が発する警報のタイミング
を遅らせる、
請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の追突警報装置。
【請求項５】
　追突警報装置により先行車に対する警報を発する追突警報方法であって、
　自車両と前記先行車との相対距離が閾値以下になった場合、または、前記自車両と前記
先行車の衝突余裕時間が閾値以下になった場合であって、前記自車両と前記先行車との車
幅方向の重なり量及び前記自車両の加速度に基づき、前記自車両の加速度がその加速度の
閾値以上であると判定された場合に、前記警報が発せられるタイミングを遅らせるタイミ
ング調節ステップを有する、
追突警報方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自車両と先行車の衝突を防止するための警報を発する追突警報装置および追
突警報方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、自車両と先行車の衝突を防止するための警報を発する車両用警報装置として、例
えば特開平5-162596号公報に示されているように、ブレーキ操作時における車間距離と平
常運転時における車間距離の平均値および標準偏差から運転者の意識レベルを評価し、こ
の評価結果に応じて警報を発するタイミングを調整する装置が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平5-162596号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、このような車両用警報装置においては、自車両の走行状況（例えば、通
常の走行状況、先行車が車線変更をしている状況、自車両が先行車を追越している状況等
）にかかわらず警報を発するか否かの判断基準が一定であった。そのため、走行状況によ
っては衝突の危険性が低いにもかかわらず不要な警報が発せられる場合があり、運転者の
不快感が増してしまうという問題があった。
【０００５】
　そこで本発明は、このような技術課題を解決するためになされたものであって、自車両
と先行車の衝突を防止するための警報を発する際に、自車両の走行状況に応じて警報を発
するタイミングを調整し、運転者の不快感を和らげる追突警報装置および追突警報方法を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　すなわち、本発明にかかる追突警報装置は、自車両と先行車との相対距離が閾値以下に
なった場合、または、前記自車両と前記先行車の衝突余裕時間が閾値以下になった場合に
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警報を発する警報発生手段と、前記自車両と前記先行車との車幅方向の重なり量及び前記
自車両の加速度に基づき、前記自車両の加速度がその加速度の閾値以上である場合に、警
報発生手段が発する警報のタイミングを遅らせるタイミング調節手段とを備える。
【０００９】
　この発明によれば、自車両と先行車との車幅方向の重なり量を考慮しつつ、自車両の加
速度がその加速度の閾値以上である場合に警報発生手段が発する警報のタイミングが遅ら
される。よって、不要な警報を減らせるため運転者の不快感が和らげられる。
【００１０】
　また、本発明にかかる追突警報装置において、前記自車両と前記先行車との車幅方向の
重なり量及び前記自車両の加速度に基づき、前記自車両の加速度がその加速度の閾値以上
である場合に、前記先行車が車線変更を行っていると判定する先行車車線変更判定手段を
備え、前記タイミング調節手段は、前記先行車車線変更判定手段により前記先行車が車線
変更を行っていると判定された場合に、前記警報発生手段が発する警報のタイミングを遅
らせてもよい。
【００１１】
　この場合には、自車両と先行車との車幅方向の重なり量および自車両の加速度の二種類
のパラメータに基づいて先行車が車線変更を行っているか否かが判定されるため、正確な
判定が可能となる。
【００１２】
　また、本発明にかかる追突警報装置において、前記追突警報装置は、前記自車両の操舵
角が閾値以上になったか否かで前記自車両が前記先行車の追越しを行っているか否かを判
定する追越し判定手段を備え、前記タイミング調節手段は、前記追越し判定手段により前
記自車両が前記先行車の追越しを行っていると判定された場合に前記警報発生手段が発す
る警報のタイミングを遅らせることが好ましい。
【００１３】
　この場合には、先行車が車線変更を行っている状況と判定された場合のみならず、追越
し判定手段により自車両が先行車の追越しを行っていると判定された場合にも警報発生手
段が発する警報のタイミングが遅らせられる。よって、不要な警報を減らせるため運転者
の不快感がさらに和らげられる。
【００１４】
　また、本発明にかかる追突警報装置において、前記追突警報装置は、前記自車両の減速
度が閾値以上になったか否かで前記自車両が減速を伴いながら前記先行車に接近している
か否かを判定する減速判定手段を備え、前記タイミング調節手段は、前記減速判定手段に
より前記自車両が減速を伴いながら前記先行車に接近していると判定された場合に前記警
報発生手段が発する警報のタイミングを遅らせることが好ましい。
【００１５】
　この場合には、先行車が車線変更を行っている状況と判定された場合および自車両が先
行車の追越しを行っている状況と判定された場合に加え、減速判定手段により自車両が減
速を伴いながら先行車に接近していると判定された場合にも警報発生手段が発する警報の
タイミングが遅らせられる。よって、不要な警報を減らせるため運転者の不快感が一層和
らげられる。
【００１８】
　本発明にかかる追突警報方法は、追突警報装置により先行車に対する警報を発する追突
警報方法であって、自車両と先行車との相対距離が閾値以下になった場合、または、自車
両と先行車の衝突余裕時間が閾値以下になった場合であって、前記自車両と前記先行車と
の車幅方向の重なり量及び前記自車両の加速度に基づき、前記自車両の加速度がその加速
度の閾値以上であると判定された場合に、前記警報が発せられるタイミングを遅らせるタ
イミング調節ステップとを有する。
【００１９】
　この発明によれば、自車両と先行車との車幅方向の重なり量を考慮しつつ、自車両の加
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速度がその加速度の閾値以上であると判定された場合に、先行車が車線変更を行っている
として警報が発せられるタイミングを遅らされる。よって、不要な警報を減らせるため運
転者の不快感が和らげられる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、自車両と先行車の衝突を防止するための警報を発する際に自車両の走
行状況に応じて警報を発するタイミングを調整し、運転者の不快感を和らげる追突警報装
置および追突警報方法を提供することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】先行車が車線変更をしている状況の例を示す図である。
【図２】自車両が先行車の追越しをしている状況の例を示す図である。
【図３】自車両が減速を伴いながら先行車に接近している状況の例を示す図である。
【図４】本発明の実施形態に係る追突警報装置の構成概要図である。
【図５】図４の追突警報装置における動作及び本実施形態に係る追突警報方法を示すフロ
ーチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態について詳細に説明する。なお、図面の説明に
おいて同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００２３】
　図４は、本実施形態に係る追突警報装置１の構成概要図である。追突警報装置１は、車
両に搭載されるものであり、自車両と障害物たる先行車の衝突を防止するための警報を発
する装置である。本実施形態に係る追突警報方法は、追突警報装置１により実行される。
図４に示すように、追突警報装置１は、自車検出センサ２、先行車検出センサ３、ECU（E
lectronic　Control　Unit）４および警報発生部５より構成されている。
【００２４】
　自車検出センサ２は、自車両の情報を検出するためのセンサである。自車検出センサ２
としては、例えば、車輪速センサ、舵角センサ、ギア段センサ、重力加速度センサ、アク
セルセンサおよびブレーキセンサなどが用いられる。これらを用いることで、それぞれ、
車速情報、操舵角情報、現ギア段情報、車両傾き情報、加速情報および減速情報が検出さ
れる。
【００２５】
　先行車検出センサ３は、先行車の情報を検出するためのセンサである。先行車検出セン
サ３としては、例えば、カメラ、ミリ波レーダセンサおよびレーザレーダセンサなどが用
いられる。カメラを用いることで、先行車の車幅や相対横位置が検出される。また、ミリ
波レーダセンサなどを用いることにより、先行車の相対距離や相対速度が検出される。
【００２６】
　ＥＣＵ４は、追突警報装置１の装置全体の制御を行うものであって、例えばＣＰＵ、Ｒ
ＯＭ、ＲＡＭを含むコンピュータを主体として構成されている。ＥＣＵ４は、自車検出セ
ンサ２および先行車検出センサ３と接続され、自車検出センサ２および先行車検出センサ
３により検出した自車情報および先行車情報などを受信して記憶する。
【００２７】
　ＥＣＵ４は、自車両と先行車の衝突余裕時間が閾値以下になった場合に警報を発する警
報発生手段として機能する。また、ＥＣＵ４は、自車両と障害物たる先行車の関係が一定
条件を満たすか否かを判定する走行状況判定手段としても機能し、具体的には、先行車が
車線変更を行っているか否かを判定する先行車車線変更判定手段、自車両の操舵角が閾値
以上になったか否かで自車両が前記先行車の追越しを行っているか否かを判定する追越し
判定手段、自車両の減速度が閾値以上になったか否かで自車両が減速を伴いながら先行車
に接近しているか否かを判定する減速判定手段として機能する。また、ＥＣＵ４は、先行
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車車線変更判定手段により先行車が車線変更を行っていると判定された場合、追越し判定
手段により自車両が前記先行車の追越しを行っていると判定された場合、または、減速判
定手段により自車両が減速を伴いながら先行車に接近していると判定された場合に、警報
を出すタイミングを調節するタイミング調節手段としても機能する。
【００２８】
　ＥＣＵ４は、ＴＴＣ（Time　to　collision）算出部４１、ＴＴＣ判定部４２、先行車
車線変更判定部４３、追越し判定部４４、減速判定部４５および閾値算出部４６を備えて
いる。
【００２９】
　ＴＴＣ算出部４１は、自車両と先行車との衝突余裕時間、すなわちＴＴＣを算出するも
のであり、自車検出センサ２、先行車検出センサ３によって取得された自車情報および先
行車情報に基づいてＴＴＣを算出する。
【００３０】
　ＴＴＣ判定部４２は、ＴＴＣ算出部４１にて算出されたＴＴＣが、閾値算出部４６にて
記憶または算出された第一の閾値以下であるか否かを判定する。また、ＴＴＣ判定部４２
は、先行車車線変更判定部４３によって先行車が車線変更を行っているとされた場合、追
越し判定部４４によって自車両が先行車の追越しを行っていると判定された場合、または
、減速判定部４５によって自車両が減速を伴いながら先行車に接近していると判定された
場合に、警報発生部５から発せられる警報を出すタイミングを調節する。具体的には、Ｔ
ＴＣ算出部４１にて算出されたＴＴＣが、閾値算出部４６にて記憶または算出された第二
の閾値以下であるか否かを判定し、ＴＴＣが第二の閾値以下であると判定された場合にの
み警報発生部５に警報を発するための信号を送ることで警報を出すタイミングを調節する
。ここで、第二の閾値は、先行車が車線変更を行っている等の衝突の危険性が低い走行状
況下にあるなかで警報を発するか否かを判定するための判定基準である。よって、第二の
閾値は、通常の走行状況に適用される第一の閾値よりも小さい値が設定される。
【００３１】
　先行車車線変更判定部４３は、先行車が車線変更を行っているか否かを判定する。例え
ば、自車検出センサ２および先行車検出センサ３によって得られた自車情報および先行車
情報から自車両と先行車が車幅方向に重っている割合を表すラップ率および自車両の加速
度を求め、これらの値と閾値算出部４６にて記憶または算出された閾値に基づいて先行車
が車線変更を行っているか否かを判定する。
【００３２】
　追越し判定部４４は、自車両が先行車の追越しを行っているか否かを判定する。例えば
、自車検出センサ２によって得られた自車両の操舵角が閾値算出部４６にて記憶または算
出された閾値以上であるか否かを判定することで、自車両が先行車の追越しを行っている
か否かを判定する。
【００３３】
　減速判定部４５は、自車両が減速を伴いながら先行車に接近しているか否かを判定する
。例えば、自車検出センサ２によって得られた自車両の減速度が閾値算出部４６にて記憶
または算出された閾値以上であるか否かを判定することで、自車両が減速を伴いながら先
行車に接近しているか否かを判定する。自車両が減速を伴わずに先行車に接近していると
判定された場合には、警報発生部５に警報を発するための信号を送る。
【００３４】
　閾値算出部４６は、ＴＴＣ判定部４２で用いられる第一の閾値および第二の閾値、先行
車車線変更判定部４３で用いられる閾値、追越し判定部４４で用いられる閾値および減速
判定部４５で用いられる閾値を記憶または算出する。閾値は、予め記憶されていても良い
し、自車検出センサ２および先行車検出センサ３によって取得された自車情報および先行
車情報に基づいて算出されても良い。
【００３５】
　ＥＣＵ４に設けられるＴＴＣ算出部４１、ＴＴＣ判定部４２、先行車車線変更判定部４
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３、追越し判定部４４、減速判定部４５および閾値算出部４６は、コンピュータにプログ
ラムを導入することで構成してもよいし、個々のハードウェアによって構成してもよい。
【００３６】
　図４に示すように、ＥＣＵ４には、警報発生部５が接続されている。警報発生部５は、
ＥＣＵ４からの信号を受けて警報を発する部分である。この警報発生部５は、例えば、運
転者の視覚、聴覚または触覚を通じて警報を行うものが用いられる。具体的には、運転者
の視覚を通じて行うものとしてモニタが用いられる。また、運転者の聴覚を通じて行うも
のとしてスピーカやブザーが用いられる。さらに、運転者の触覚を通じて行うものとして
バイブレータが用いられる。
【００３７】
　次に、本実施形態に係る追突警報装置１の動作及び本実施形態に係る追突警報方法につ
いて説明する。
【００３８】
　図５は、本実施形態に係る車両制御装置１の動作及び本実施形態に係る追突警報方法を
示すフローチャートである。この図５の制御処理は、例えばＥＣＵ４によって所定の周期
で繰り返して実行される。
【００３９】
　車両制御装置１の動作は、まず、図５のＳ１０に示すように、自車情報取得処理が行わ
れる。自車情報取得処理は、自車両の車速情報、操舵角情報、現ギア段情報、車両傾き情
報、加速情報および減速情報などを取得する処理であり、例えば自車検出センサ２の出力
信号に基づいて行われる。この自車情報取得処理により、現在の自車の車速、操舵角、ギ
ア段、車両の傾き、加速度および減速度などを特定することができる。
【００４０】
　そして、Ｓ１１に移行し、先行車情報取得処理が行われる。先行車情報取得処理は、先
行車の相対距離情報、相対速度情報、相対横位置情報、車幅情報を取得する処理であり、
例えば周辺状況取得部３の出力信号に基づいて行われる。この先行車情報取得処理により
、先行車の相対位置、相対速度、相対横位置、車幅などを特定することができる。
【００４１】
　そして、Ｓ１２に移行し、ＴＴＣ算出処理が行われる。ＴＴＣ算出処理は、自車両と先
行車との間の衝突余裕時間を算出する処理であって、自車検出センサ２、先行車検出セン
サ３によって取得された自車情報および先行車情報に基づいて算出される。ＴＴＣ算出処
理はＥＣＵ４によって実行される。算出されるＴＴＣは、いかなるように算出されたもの
であっても良い。例えば、自車両と先行車との間の相対距離および相対速度に基づいて算
出されたものであっても良いし、さらに相対加速度を加味して算出されたものであっても
良い。
【００４２】
　そして、Ｓ１３に移行し、ＴＴＣ第一判定処理が行われる。ＴＴＣ第一判定処理は、Ｓ
１２にて算出されたＴＴＣが、ＥＣＵ４によって記憶または算出された第一の閾値以下で
あるか否かを判定する処理であり、ＥＣＵ４によって実行される。
【００４３】
　Ｓ１３にて、ＥＣＵ４によって、ＴＴＣが第一の閾値以下でないと判定された場合、衝
突の危険性が低いため警報を発することなく一連の制御処理は終了する。
【００４４】
　一方、Ｓ１３にて、ＥＣＵ４によって、ＴＴＣが第一の閾値以下であると判定された場
合、Ｓ２０に移行し、先行車車線変更判定処理（走行状況判定ステップ，先行車車線変更
判定ステップ）が行われる。先行車車線変更判定処理は、先行車が自車両と同じ車線から
隣の車線に車線変更を行っているか否かを判定する処理であり、自車検出センサ２および
先行車検出センサ３によって取得された自車情報および先行車情報とＥＣＵ４によって記
憶または算出された閾値に基づいて判定される。先行車車線変更判定処理は、ＥＣＵ４に
よって実行される。
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【００４５】
　ここで、図１は、先行車７が車線変更をしている状況の例を示す図である。まず、自車
両６の車幅および自車両６と先行車７との車幅方向の重なり量Ｗから自車両６と先行車７
が車幅方向に重なっている割合を表すラップ率を求め、ラップ率が閾値以下であるか否か
を判定する。図１に示すように、先行車７が隣の車線に車線変更を行っている場合、重な
り量Ｗは小さいため、ラップ率は小さくなる。しかし、ラップ率が低いだけでは先行車７
が本当に隣の車線に車線変更を行っているかどうか断定はできない。例えば、先行車７が
隣の車線から自車両６と同じ車線に車線変更をしてくる状況の初期段階においてもラップ
率は低い。このような状況では、自車両６と先行車７の衝突の危険性は高くなる。
【００４６】
　そこで、次に、自車両６の加速度が閾値以上であるか否かを判定する。図1に示すよう
に、隣の車線に車線変更している先行車７を自車両６が追抜く場合、通常自車両６は加速
しながら先行車７を追抜くため、自車両６の加速度は大きくなる。よって、ラップ率と自
車両６の加速度の二つのパラメータに基づいて判定することによって正確な判定が可能と
なる。よって、ＥＣＵ４は、ラップ率が閾値以下であり、さらに自車両６の加速度が閾値
以上である場合には、隣の車線に車線変更を行っている先行車７を自車両６が追い抜こう
としている状況と判定する。このような状況では、自車両６の運転者は先行車７を追抜く
ために意識的に先行車７に接近しているため、通常の運転時に先行車７に接近している場
合よりも衝突の危険性は低い。
【００４７】
　Ｓ２０にて、ＥＣＵ４によって、先行車が車線変更を行っていないと判定された場合、
Ｓ２１に移行し、追越し判定処理（走行状況判定ステップ）が行われる。追越し判定処理
は、自車両が先行車の追越しを行っているか否かを判定する処理であり、自車検出センサ
２によって取得された自車両の操舵角がＥＣＵ４によって記憶または算出された閾値以上
であるか否かを判定することで行われる。追越し判定処理は、ＥＣＵ４によって実行され
る。ここで、図２は、自車両６が先行車７の追越しをしている状況の例を示す図である。
図２に示すように、自車両６と同じ車線を走行している先行車７を自車両が追越す場合、
自車両６はハンドルを切って隣の車線に変更し先行車７を追越していくため自車両６の操
舵角は大きくなる。よって、ＥＣＵ４は、自車両６の操舵角が閾値以上である場合には、
自車両６と同じ車線を走行している先行車７を自車両６が追越そうとしている状況と判断
する。このような状況では、自車両６の運転者は先行車７を追越すために意識的に先行車
７に接近しているため、通常の運転時に先行車７に接近している場合よりも衝突の危険性
は低い。
【００４８】
　Ｓ２１にて、ＥＣＵ４によって、自車両が先行車の追越しを行っていないと判定された
場合、Ｓ２２に移行し、減速判定処理（走行状況判定ステップ）が行われる。減速判定処
理は、自車両が減速を伴って先行車に接近しているか否かを判定する処理であり、自車検
出センサ２によって取得された減速度がＥＣＵ４によって記憶または算出された閾値以上
であるか否かを判定することで行われる。減速判定処理はＥＣＵ４によって実行される。
ここで、図３は、自車両６が減速を伴いながら先行車７に接近している状況の例を示す図
である。図３に示すように、自車両６が坂道を走行しながら先行車７に接近する場合、自
車両６は重力加速度による減速を伴うため減速度が大きくなる。また、自車両の運転者が
先行車の存在を認識しながら自車両が先行車に接近する場合（図示しない）、自車両はフ
ットブレーキやハンドブレーキによる減速を伴いながら先行車に接近するためこの場合も
減速度は大きくなる。よって、ＥＣＵ４は、減速度が閾値以上である場合には、自車両６
が減速を伴いながら先行車７に接近している状況と判断する。このような状況では、自車
両６の運転者は、自車両６が重力加速度等により減速されていることを認識しながら先行
車７に接近しているため、通常の運転時に先行車７に接近している場合よりも衝突の危険
性は低い。
【００４９】
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　Ｓ２２にて、ＥＣＵ４によって、自車両が減速を伴わずに先行車に接近していると判定
された場合、Ｓ４０に移行し、警報発生処理が行われる。警報発生処理は、ＥＣＵ４から
の信号に基づいて警報発生部５から警報を発するための処理である。
【００５０】
　一方、Ｓ２０にてＥＣＵ４によって先行車が車線変更を行っていると判定された場合、
Ｓ２１にてＥＣＵ４によって自車両が先行車の追越しを行っていると判定された場合、ま
たは、Ｓ２２にてＥＣＵ４によって自車両が減速を伴いながら先行車に接近していると判
定された場合、Ｓ３０に移行し、ＴＴＣ第二判定処理（タイミング調節ステップ）が行わ
れる。ＴＴＣ第二判定処理は、警報発生部５から発せられる警報を出すタイミングを調節
するための処理であり、ＥＣＵ４によって実行される。具体的には、Ｓ１２にて算出され
たＴＴＣが、ＥＣＵ４によって記憶または算出された第二の閾値以下であるか否かを判定
する。第二の閾値は、先行車が車線変更を行っている等の衝突の危険性が低い走行状況下
にあるなかで警報を発するか否かを判定するための判定基準である。よって、第二の閾値
は、通常の走行状況に適用される第一の閾値よりも小さい値が設定される。
【００５１】
　Ｓ３０にて、ＥＣＵ４によって、ＴＴＣが第二の閾値以下でないと判定された場合、自
車両が先行車に接近しているものの衝突の危険性は低い状況であるため、警報を発するこ
となく一連の制御処理は終了する。
【００５２】
　一方、Ｓ３０にて、ＥＣＵ４によって、ＴＴＣが第二の閾値以下であると判定された場
合、Ｓ４０に移行し、警報発生処理が行われる。このように、先行車車線変更判定Ｓ２０
により先行車が車線変更を行っていると判定された場合、追越し判定Ｓ２１により自車両
が先行車の追越しを行っていると判定された場合、または、減速判定Ｓ２２により自車両
が減速を伴いながら先行車に接近していると判定された場合には、ＴＴＣ第二判定Ｓ３０
を通じて警報を発するタイミングが調節されることで、従来の警報発生装置に比べ警報を
発するタイミングが遅らせられる。そして、Ｓ４０の処理を終えたら、一連の制御処理を
終了する。
【００５３】
　以上のように、本実施形態に係る追突警報装置１によれば、先行車が車線変更を行って
いると判定された場合、自車両が先行車の追越しを行っていると判定された場合、または
、自車両が減速を伴いながら先行車に接近していると判定された場合に警報を発するタイ
ミングを調整することで、運転者の不快感が和らげられる。
【００５４】
　なお、上述した本実施形態は、本発明に係る追突警報装置の一例を示したものである。
このため、本発明に係る追突警報装置は、このようなものに限られるものではなく、各請
求項に記載した要旨を変更しないように実施形態に係る追突警報装置を変形し、または他
のものに適用したものであってもよい。
【００５５】
　例えば、上述した本実施形態においては、衝突余裕判定手段であるＥＣＵ４は、自車両
と先行車の衝突余裕時間が閾値以下であるか否かを判定するものであるが、自車両と先行
車の相対距離が閾値以下であるか否かを判定するものであっても良い。また、例えば、上
述した本実施形態においては、追突警報装置１の動作は、先行車車線変更判定処理、追越
し判定処理、減速判定処理の順に実行されるがこの順が入れ替えられて実行されても良い
し、三つの判定処理のうち一部を省略して先行車車線変更判定処理のみが実行されても良
いし、先行車車線変更判定処理および追越し判定処理のみが実行されても良いし、先行車
車線変更判定処理および減速判定処理のみが実行されても良い。
【符号の説明】
【００５６】
　１…追突警報装置、２…自車検出センサ、３…先行車検出センサ、４…ＥＣＵ、５…警
報発生部、６…自車両、７…先行車、４１…ＴＴＣ算出部、４２…ＴＴＣ判定部、４３…
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先行車車線変更判定部、４４…追越し判定部、４５…減速判定部、４６…閾値算出部、Ｓ
２０…先行車車線変更判定処理（走行状況判定ステップ，先行車車線変更判定ステップ）
、Ｓ２１…追越し判定処理（走行状況判定ステップ）、Ｓ２２…減速判定処理（走行状況
判定ステップ）、Ｓ３０…ＴＴＣ第二判定処理（タイミング調節ステップ）、Ｗ…重なり
量。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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